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前回経営計画の振り返りについて 
  
鉄道ネットワークの整備として、2013年3月に東横線と副都心線との相互
直通運転を開始した。鉄道ネットワーク整備や沿線開発の成果として、輸送
人員は前回経営計画期間中に５％増加する見込み。 
  
安全対策にも継続的に取り組んでおり、この３年間で547億円を投じ、安全
対策を進めてきた。今後もより一層の安全対策に取り組む必要があると認識
している。 
  
渋谷、二子玉川などの沿線開発としては、渋谷再開発のリーディングプロ
ジェクトとして、2012年4月に「渋谷ヒカリエ」が開業し、2015年4月に
は「二子玉川ライズ２期」が開業する予定。 
  
数値計画は、目標として掲げた「営業利益」「東急EBITDA」「デット・エ
クイティ・レシオ」のすべてについて、ほぼ計画値を達成する見込み。 
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計画策定の前提とした事業環境の認識について 
 
まず、外部環境の変化について、記載の通り、東京オリンピック・パラリン
ピックをはじめ、特に注目すべき４つのポイントをピックアップした。 
 
「人口動態の変化」「消費行動・顧客接点の変化」「新たな事業機会の出
現」「グローバルレベルでの競争」これら4つを充分考慮に入れ、新たな経
営計画を策定した。 



内部環境について 
  
2000年以降、数度の経営計画を経て、当社の利益構造とバランスシートは
大きく改善してきた。 
  
上段の利益構造の変化では、負債の削減により支払利息が減少、構造改革の
進捗により特別損失が減少し、今後は400億円程度の最終利益を安定的に確
保する見込み。 
  
下段のバランスシートの変化では、着実に資本が積みあがり、現状の健全性
は概ね適正であると認識。一方で、今後の資本蓄積を踏まえると、資本効率
も意識する必要があると認識している。 
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長期ビジョンおよび長期経営戦略について 
 
当社創立100周年にあたる2022年にありたい姿として、私(野本)が社長就
任時に掲げた長期ビジョン 

 ①東急沿線が『選ばれる沿線』であり続ける “３つの日本一” 
 ②『ひとつの東急』として、強い企業集団を形成する 

を踏襲する。 
 
また、これを実現するための長期経営戦略として、「健全性の回復から、規
模の拡大・効率の向上へ」のシフトを長期的方向性とし、「沿線のバリュー
アップ」「お客さまを軸とした東急シェアの拡大」「沿線外・新規事業展
開」の３つを全体戦略として位置づけた。 
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長期経営戦略の目標指標について 
 
長期経営戦略における2022年度の目標指標は、 

 ・東急EBITDA  ： 2,000億円 
 ・営業利益   ： 1,000億円 

また、健全性指標として新たに 

 ・有利子負債／東急EBITDA倍率 ： ５倍台 

を目標とする。 
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本経営計画の位置づけについて 
  
本経営計画期間は、渋谷駅周辺の大型施設や、相鉄・東急直通線開業などの、
大規模プロジェクト完成までのステップ期間であり、将来の大きなジャンプ
に向けて、既存プロジェクトを着実に進めると同時に、新規領域に積極的に
進出し、成長領域へ重点投資する大切な３か年である。 
  
また、ソフト面でも、リテール事業の再構築やライフスタイル＆ワークスタ
イル・イノベーションなど、新しい取り組みを進めていく３か年でもある。 
   
このような意味を込めて、名称を “STEP TO THE NEXT STAGE” とした。 
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本経営計画の基本方針・重点施策について 
 
前項までの状況を踏まえ、本経営計画の基本方針を 

「次なる飛躍へのステップとして、沿線を深耕するとともに、新たな成長に 
 チャレンジする」 

と定め、重点施策を、以下の４点とした。 

 ① 安心感と満足感のより一層の充実 
 ② 沿線開発と不動産事業の更なる推進 
 ③ ライフスタイル＆ワークスタイル・イノベーションの推進 
 ④ グループの経営資源を活かした新たな取り組み 
 
重点施策の詳細は後ほどご説明する。 
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本経営計画の目標指標について 
  
本経営計画の最終年度、2017年度の達成目標を、 

 ・東急EBITDA  ： 1,690億円 
 ・営業利益   ：    750億円 
 ・有利子負債／東急EBITDA倍率 ： 5.8倍 とする。 

また、ROEを参考指標として掲げ、2017年度に8.0％とする。 
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本計画期間中のキャッシュ・フローについて 
  
本経営計画３年間でのキャッシュインの合計は、4,900億円を予定。 
有利子負債 600億円を活用し、成長投資に 2,000億円を投じる。 
株主還元には配当として 300億円を配分する。 
既存資産の更新投資に 2,500億円を配分する。 
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本計画期間中の投資計画について 
  
設備投資・投融資は３年間合計で4,500億円。 
そのうち成長投資として、渋谷再開発、沿線開発、戦略案件に、合計2,000
億円を投入する。 
  
また、鉄軌道事業には1,500億円を配分し、そのうち安全投資に800億円を
投じ、安心・安全のより一層の充実に努める。 
  
なお、東京オリンピックが開催される2020年までの６年間では、合計
4,000億円の成長投資を実施し、既存プロジェクトを着実に進めると同時に、
新規領域にも積極進出し、収益を拡大していく。 
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事業セグメント別経営指標について 
 
また、本経営計画より、新たに事業セグメント別に目標経営指標を定める。 

 ・交通事業は、「当社鉄軌道 輸送人員」 
 ・不動産事業は、「東急EBITDA」 
 ・生活サービス事業とホテル・リゾート事業は、「売上高営業利益率」 

とする。 
 
セグメントごとに事業を強化し、2017年度の営業利益750億円の達成を確
実なものとするとともに、2020年度に営業利益900億円を目指す。 
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株主還元の考え方について 
  
配当政策については、引き続き、自己資本配当率２％を基本方針とし、安
定・継続的な配当を実施するとともに、増配を目指す。 
  
また、自己株式取得については、キャッシュフローおよびバランスシート
の状況を勘案し、引き続き、機動的に検討を進める。 
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「さらに安心で安全な鉄道の追求」について 
 
ここからは、先ほどご説明した４つの重点施策について、それぞれの取り組
み事項を説明する。 
  
重点施策１つ目は「安心感と満足感のより一層の充実」。 
  
さらに安心で安全な鉄道を追求し、ホームドア・安全柵の設置や、踏切にお
ける安全対策などハード面での整備を進めるとともに、大規模地震や自然災
害の影響拡大に備え、安全体制を強化する。 
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「移動を軸とした暮らしを豊かにするサービスの展開」について 
 
安全対策と並行して、移動を軸とした暮らしを豊かにするサービスを展開す
る。 
 
具体的には、 

 「交通利便性の向上」「駅の生活機能向上」「観光需要創出・来街促進」 

の３つの取り組みを推進し、住みたい、訪れたいと言っていただける沿線を
目指す。 
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「渋谷再開発の推進」について 
  
重点施策２つ目は「沿線開発と不動産事業の更なる推進」。 
 
まず、現在進めている渋谷再開発については、 

 ２０１７年度に、先日起工式を行った渋谷宮下町計画が開業 
 ２０１８年度に、渋谷駅南街区が開業 
 ２０２０年には、渋谷地区で一番高い建物となる、駅街区東棟が開業 
  
このほか、東急不動産がすすめる道玄坂街区や桜丘口地区も開業し、渋谷は
劇的に発展を遂げる。 
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（続き）「渋谷再開発の推進」について 
 
また、渋谷では、ハード面のみならず、ソフト面での開発も積極的に推進す
る。 
  
文化創造の街 渋谷がもともと持っている特徴を活かし、ICT＆クリエイティ
ブコンテンツ産業のさらなる集積や世界が注目するコンテンツ創造と、それ
を発信するメディア・場の拡充などの取り組みを進め、「エンタテイメント
シティ SHIBUYA」を具現化し、ハード、ソフトの両面から、世界中から注
目を集める「アーバンテーマパーク」として「日本一訪れたい街 渋谷」を
実現していく。 
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沿線駅周辺における総合開発の推進について 
 
二子玉川、たまプラーザなど、沿線の大型施設の開発はほぼ完了したものの、
引き続き沿線各地で積極的に開発を推進する。 
  
横浜市と連携した取り組み「次世代郊外まちづくり」では、たまプラーザで
企業社宅跡地を活用したモデル事業に取り組むなど、今後は自社所有地に限
らず、地元や行政と連携した開発を推進していく。 
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「沿線資産活用コンサルティング事業の強化」について 

地元との連携について、沿線のお客様の資産活用に関するコンサルティング
を通じて、当社の事業機会を獲得しつつ、お客様の資産価値と沿線の魅力の
双方を向上させる街づくりを進める。 
 
 
「不動産賃貸事業の更なる拡充」について 

不動産賃貸事業の更なる拡充として、渋谷や都心、沿線駅周辺で付加価値向
上が見込める物件等の取得・開発を推進し、東急REIT等とも連携し、「投
資循環型事業モデル」をスピード感をもって推進する。 
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「ライフスタイル・イノベーション」について 
  
重点施策３つ目は「ライフスタイル＆ワークスタイル・イノベーションの推
進」。 
 
まず、ライフスタイル・イノベーションについて、当社は、2016年に鉄道
会社として初めて電力小売事業に参入し、グループで運営するCATV事業や
セキュリティ事業などに、電力を加えた家ナカサービスを、さらに便利にお
得に利用できるよう組み合わせて「バンドル化」する。 
  
また、鉄道のお客さまにとっての魅力を向上させる「交通ポイント」の付与
など、TOKYUポイントに新しいサービスを順次導入する。 
  
東急グループの様々な商品・サービスをいつでも便利に、スムーズに、心地
よく受け取ることができる仕組みを構築し、お客さまに新たな生活価値を提
供する。 
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「ワークスタイル・イノベーション」について 
  
お客さまに対しては、成長産業サポートとして、多様なワークスタイルに対
応した場を提供し、新しい働き方を提案する。 
  
一方、社員に対しては、いきいきと輝ける環境づくりを進める。当社は女性
活用に積極的な企業として、「なでしこ銘柄」に３年連続で選定された。女
性活躍推進や、グループ休日事業所内保育サービスなど、引き続きダイバー
シティマネジメントを推進していく。 
 
また、従業員の意欲・働きがい向上に向けては、提案した新規事業を自ら推
進できる社内起業家育成制度を創設した。 
  
お客さま、社員、双方に対して、ワークスタイル・イノベーションを推進し
ていく。 
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「リテール事業の推進体制強化」について 
 
重点施策４つ目は「グループの経営資源を活かした新たな取り組み」。 
 
まず、 リテール事業の推進体制を強化するため、当社内に、百貨店、スト
ア、ショッピングセンターなどの連結リテール事業を束ねる強力なヘッド
クォーター機能として「リテール事業部」を新設する。 
 
競争が激化するリテール業界では、業態間の垣根がなくなってきており、各
社の強み、リソースの連携により、東急としての強みを発揮し、競争力を向
上させる。 
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「主なリテール事業の取り組み」について 
 
ここでは、リテールの中核企業である東急百貨店、東急ストアの取り組みの
方向性について記載している。 
 
両社とも効率化施策、成長施策に取り組む一方、TOKYUポイント新サービ
スと連携し、顧客接点拡大を成長に繋げていく。 
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「インバウンドへの取り組み」について 
 
今後拡大するインバウンド旅客をターゲットとして、まず、渋谷への誘客を
強化し、沿線地域、さらに国内グループ施設へと誘致し、収益拡大につなげ
ていく。 
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「ホテル事業の取り組み」について 
 
ホテル事業は、ブランド戦略、出店戦略、インバウンド戦略の３つを柱に推
進していく。 
  
東急ホテルズでは本年４月、お客さま視点で３つのブランドに再編した。既
存施設の改修やサービス向上を進め、ブランド価値をさらに高めていく。 
 
また、大都市や観光拠点での出店を推進し、国内旅客はもとより、欧米やア
ジアからの集客に向け、海外でのブランド認知を向上させていく。 
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「海外展開」について 
 
国内外の事業から培ったノウハウを活用し、引き続き海外事業を推進する。 
  
新たに展開するものとしては、タイでの日本人向け賃貸住宅事業、バンコク
東急百貨店２号店、香港のSHIBUYA109出店などを実施する。 
  
東南アジアにおける経済成長力を取り込むべく、現地パートナーと連携して
事業を推進し、今後も事業機会を拡大していく。 
  
  
４つの重点施策の詳細は以上。 
 
この後の数値計画については、内容が重複するのでここでは説明を割愛させ
ていただく。 
 
この３か年は、将来の大きな飛躍に向け、やるべきことをしっかりやる大切
な期間と考えている。 
 
既存事業を着実に進め、新規領域に積極進出し、成長領域へ重点投資を行い、
ビジョンに掲げた「あるべき姿」の実現と長期的な企業価値向上に向けて、
経営陣・全社員一丸となり着実に推進していく。 
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